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(証券コード 8995) 
平成23年６月８日 

 
株 主 各 位 
 

大 阪 府 堺 市 中 区 福 田 46 番 地 
 

株式会社誠建設工業 
 
代表取締役社長 小 島 一 誠 

 

第20期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。 

このたびの東北地方太平洋沖地震により被災された皆様には、心からお見舞い申し

上げます。 

さて、当社第20期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。 
なお、本総会にご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成23年６月23日（木曜日）午後５時までに到着する

よう、ご返送いただきたくお願い申し上げます。 
敬 具 

記 

1. 開 催 日 時 平成23年６月24日（金曜日）午前10時 

2. 開 催 場 所 大阪府堺市中区深井水池町3238 

｢サンパレス」４階大ホール 

(会場へは末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、ご来場

ください｡) 

3. 目的事項  

 報 告 事 項 1. 第20期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業報告

及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類

監査結果報告の件 

  2. 第20期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計算書類

報告の件 

 決 議 事 項  

 第１号議案  剰余金の処分の件 

 第２号議案  監査役２名選任の件 

   以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。 

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http：//www.makoto-gr.com）に

掲載させていただきます。 
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（添付書類) 
 

事  業  報  告 
   

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)
 

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 
 １. 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や政策効果などを

背景に、景気に持ち直しの動きが見られたものの、依然として厳しい雇用情

勢や長引く円高、今後の政策支援効果の減退などから企業収益の悪化懸念や

株式市場の低迷懸念が払拭できない状況であり、国内景気は引き続き先行き

不透明な状況が続いております。  

 当社グループが属する不動産業界におきましても、住宅エコポイントや住

宅ローン減税、住宅取得資金に係る贈与税の非課税枠の拡大などの政策支援

の効果はあったものの、デフレや雇用情勢・所得環境の悪化懸念などから、

需要の本格的な回復には至りませんでした。 

 このような環境下、当社グループは「より良い家をより安く提供する」と

いう経営理念の基に、地域に密着し、高品質低価格な建売住宅を主幹事業と

して事業展開を図ってまいりました。  

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は5,118百万円（前連結会

計年度比16.4％増）、営業利益は378百万円（同比117.6％増）、経常利益は

331百万円（同比146.0％増）、当期純利益は139百万円（同比71.0％増）と

なりました。  

 

 当社グループにおけるセグメント別の概況は次のとおりであります。 

（戸建分譲住宅事業） 

 戸建分譲住宅事業におきましては、「建売住宅」、当社以外の不動産業者

からの「請負住宅」、一般顧客からの「注文住宅・リフォーム」を行ってお

ります。中でも建売住宅は良質な土地、品質重視の住宅に流行の建築デザイ

ンを施す基本方針で取り組み、お客様の満足度を高める当社グループの中核

事業であります。 

 売上高につきましては、例年第４四半期連結会計期間に集中する建売住宅

は当期も順調に売上を伸ばし、多少ではありますが当初計画を上回る結果と

なり、当連結会計年度の売上高は5,032百万円（前連結会計年度比16.8％

増）となりました。 
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（不動産仲介事業） 

 不動産仲介事業におきましては、連結子会社４社が営業部門を担当してお

り、主として親会社である当社の建築した建売住宅の販売仲介業務を展開し

ております。また、連結子会社各社に建売住宅の販売責任を持たせておりま

す。 

 当社の経営理念である「快適な居住空間の提供をお手伝い」という基本方

針に基づき顧客第一主義に徹し、地域に密着した宣伝・販売活動を行った結

果、売上高は85百万円（前連結会計年度比1.7％減）となりました。 

 

 ２. 設備投資等の状況 

当連結会計年度中に実施した重要な設備投資はありません。 

 

 ３. 資金調達の状況 

  該当事項はありません。 

 

 ４. 対処すべき課題 

当社グループが所属する不動産業界におきましては、競争の激化が進む中、

顧客が物件を選択する基準についても一層の高品質・低価格が要求されてく

るものと思われます。  

このような経済環境の中で、当社グループは「より良い家をより安く提供

する」という経営理念を実践してまいります。当社グループ全体の基盤とな

る中核業務は、主に第一次取得者に対する建売住宅の施工、販売業務であり、

それを地域に密着した形態で事業エリアを徐々に拡張し、将来は全国展開を

図る方針であります。また、市場環境の変化に適切に対応、具体的には団塊

世代の退職、少子化の問題等から一次取得者のみではなく二次取得者、富裕

層に対する商品開発・提供についても課題として、徐々に取り組みしており

ます。   

顧客の夢をいかに創造できるか、それを「家」という媒体にいかに特化で

きるかは、今後の大きな課題でありますが、それを示現するのは人材であり、

会社の発展のためには人材の採用並びに育成が特に必要であると考えており

ます。  
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 ５. 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 ６. 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

 ７. 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況 

該当事項はありません。 

 

 ８. 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

該当事項はありません。 

 

 ９. 財産及び損益の状況 
(単位：千円) 

 
期 別 

 

区 分 

第 17 期 
 

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)
 

第 18 期 
 

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)
 

第 19 期 
 

(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)
 

第 20 期 
(当連結会計年度) 

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)
 

売 上 高 7,634,414 4,561,586 4,397,085 5,118,800 

経 常 利 益 290,128 130,754 134,615 331,140 

当 期 純 利 益 167,228 77,853 81,572 139,492 

１株当たり当期純利益 8,311円53銭 3,869円46銭 4,054円32銭 6,933円04銭 

総 資 産 6,055,511 4,923,703 5,504,935 5,255,718 

純 資 産 2,262,789 2,249,112 2,294,745 2,396,100 
 



〆≠●0 
01_9492501102306.doc 
㈱誠建設工業様 招集 2011/05/30 17:27印刷 4/10 

 

― 5 ― 

 10. 主要な事業内容 

事 業 主 要 製 品 

戸建分譲住宅事業 建売住宅及び請負住宅 

不動産仲介事業 建売住宅の仲介業 

 

 11. 主要な営業所 

（1）当社 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区福田 

支店 堺市北区中長尾町 

住宅展示場 堺市西区浜寺石津町東 

〃 堺市堺区向陵東町 

〃 堺市東区草尾 
 

（2）子会社 

 ㈱誠ホームサービス 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区深井清水町 

支店 堺市東区日置荘北町 
 

 ㈱誠住宅センター 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区深井北町 
 

 ㈱誠エステート 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区深井北町 
 

 ㈱誠コーポレーション 

名 称 所 在 地 

本社 堺市北区中長尾町 
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 12. 従業員の状況 

従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

49名 １名減 43.1歳 6.4年 

 

13. 重要な親会社及び子会社の状況 

(1)親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

(2)重要な子会社の状況 

会  社  名 所  在  地 資本金 議決権比率 主要な事業内容 

  千円 ％  

㈱誠ホームサービス 
大阪府堺市中区深井清水
町3978-3 誠第5ビル 

30,000 100.0 不動産仲介事業 

㈱誠住宅センター 
大阪府堺市中区深井北町
3169 誠第3ビル 

30,000 100.0
不動産仲介事業 
戸建分譲住宅事業 

㈱ 誠 エ ス テ ー ト 
大阪府堺市中区深井北町
3169 誠第3ビル 

30,000 100.0
不動産仲介事業 
戸建分譲住宅事業 

㈱誠コーポレーション 
大阪府堺市北区中長尾町
4-5-21 誠第7ビル 

12,500 100.0 不動産仲介事業 

 

 14. 主要な借入先の状況 

借   入   先 借入金残高 

  千円 

㈱ 紀 陽 銀 行 706,168  

㈱関西アーバン銀行 444,390  

㈱ 池 田 泉 州 銀 行 132,840  

㈱日本政策金融公庫 118,880  

㈱ み ず ほ 銀 行 99,989  

中央三井信託銀行㈱ 30,500  

㈱ 三 井 住 友 銀 行 28,600  
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 

 1. 発行可能株式総数 70,000株 

 2. 発行済株式の総数 20,120株 

 3. 株主数 681名（前期末比45名増） 

 4. 大株主（上位10名） 
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

㈱ 誠 イ ン ベ ス ト 6,430
株

31.95 
％ 

㈱ 誠 リ サ ー チ 1,600
 

7.95 
 

小 島 俊 雄 1,200
 

5.96 
 

小 島 一 誠 1,040
 

5.16 
 

㈱ サ ク セ ス イ ン ベ ス ト 999
 

4.96 
 

㈱ フ ェ ニ ッ ク ス 建 設 862
 

4.28 
 

小 島 朝 子 480
 

2.38 
 

誠 建 設 工 業 社 員 持 株 会 406
 

2.01 
 

小 島 真 貴 子 400
 

1.98 
 

竹  俊 美 400
 

1.98 
 

（注） 自己株式は保有しておりません。 

 

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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Ⅳ 会社役員に関する事項 
 1. 取締役及び監査役の氏名等 

氏   名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

小 島 俊 雄 代表取締役会長・経営全般  

小 島 一 誠 代表取締役社長・経営全般  

中 村 剛 司 取締役・管理部門  

下  柾 秋 取締役  

三 浦  巖 取締役  

西 辻 文 博 常勤監査役  

桃 田 徳 司 監査役  

松 本 俊 昭 監査役 ㈱WORLD ONE  取締役 

（注）1. 桃田徳司及び松本俊昭の両氏は、社外監査役であります。 

   2. 桃田徳司及び松本俊昭の両氏は、大阪証券取引所規則に定める独立役員

として同取引所に届け出ております。 

   3. 松本俊昭氏は、会計事務所における長年の経験があり、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。 

   4. 桃田徳司氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。 

 

 2. 取締役及び監査役の報酬等の額 

取締役５名 23,088千円（うち社外―名   ―千円） 

監査役３名  8,904千円（うち社外２名 3,744千円） 

 

 3. 社外役員に関する事項 

   (1)重要な兼職先である法人等との関係 

    社外監査役松本俊昭氏は、㈱WORLD ONEの取締役を兼務しております。 

    なお、当社と同社の間には特別の関係はありません。 

 

(2)当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏 名 主な活動状況 

監査役 桃田 徳司 
当事業年度開催の取締役会18回・監査役会８回すべてに 

出席し、審議事項等に必要な発言を適宜行っております。 

監査役 松本 俊昭 
当事業年度開催の取締役会18回・監査役会８回すべてに 

出席し、審議事項等に必要な発言を適宜行っております。 
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Ⅴ 会計監査人の状況 
 1. 会計監査人の名称 
新日本有限責任監査法人 

 
 2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
①当社の会計監査人としての報酬等の額 
   17,000千円 
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
   17,000千円 
（注）会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬額
を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計
額を記載しております。 

 
3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる
監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会
議の目的とすることといたします。 
 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総
会の会議の目的とすることを請求いたします。 
 また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。 

 
Ⅵ 会社の体制及び方針 
 1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制 
(1)取締役及び従業員の職務執行が法令並びに定款に適合することを確保するた
めの体制 
当社は、企業が永続的に存続及び発展するためには、コンプライアンスの
徹底が必要不可欠であると認識しております。この認識のもと、役員及び従
業員が法令を遵守して、社会の構成員として求められる倫理観に基づいて行
動し、社会から信頼される経営体制の確立に努めております。 
コンプライアンスについては、当社のコンプライアンス規程に基づき、経
営企画室に相談・通報体制を設けており、指導については役員、従業員に研
修を通じて行います。別途、社長を委員長、各部門の課長を委員として「コ
ンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、役員、従業員等が、それぞ
れの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え、業務運営にあたるよ
う研修を行います。 
また当社は、社長直轄の内部監査を定期に実施しており、各部門の業務実
態を把握し、業務が法令・定款及び社内規程に準拠して適正・妥当かつ合理
的に行われているか、会社の組織・諸規程が適正・妥当であるかを調査・検
証することにより、会社財産の保全並びに経営効率の向上に努め、監査結果
を社長に報告しております。 
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また、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して毅然と
した態度で対応し、反社会的勢力・団体との取引関係の排除、その他一切の
関係を持たない体制を整備いたします。 
また、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づいた財務
報告に係る内部統制を整備及び運用し、それを評価並びに是正する体制を構
築します。 

 

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社は、取締役会等の重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職
務権限規程に基づいて決裁した文書等は、法令及び文書管理規程等に基づき､
定められた期間保存しております。 

 

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、様々な損失の危険に対して、損失の危険を最小限に抑えるべく組
織的な対応を行っております。現状は定期の会議において、リスク管理に関
する意見交換を行い、事前に適切な対応策を準備することに努めております｡ 
リスク管理全体を統括する組織として、コンプライアンス・リスク管理委
員会を設け、有事においては、社長を本部長として「緊急対策本部」が統括
して危機管理にあたることとしております。 

 
(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社は、定例の取締役会を毎月開催、取締役会には、監査役も出席して重
要事項の決定及び取締役の業務執行状況を監督しております。 
取締役会の機能の効率化を向上させるため、取締役の職務権限と担当業務
を明確にし、中長期の経営計画の立案、事業環境の変化への対応等、担当役
員が計画・施策等を立案し、取締役会開催日までに常勤の取締役間において､
協議して議案の精度を高めております。 

 
(5)当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社企業グループ（当社・子会社）においては、経営企画室及び当社監査
役が定期に監査を実施し、業務の適正を確保する体制を整備しております。 
 なお、子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、自主性を尊重
しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議等により適
切な経営管理を行っております。 

 
(6)監査役の職務を補助する従業員について 
   現在、監査役の職務を補助すべき従業員はおりませんが、必要に応じて、
監査役の業務補助のため監査スタッフを置くこととし、その人選については､
取締役と監査役が意見交換をすることとしております。 
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(7)監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保

するための体制 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれの事実があることを発見した

ときは、法令に従い、直ちに監査役に報告することとしております。 

また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執

行を把握するため、コンプライアンス・リスク管理委員会等の重要な会議に

出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧

し、必要に応じて取締役または担当部門長にその説明を求めることとしてお

ります。 

なお、監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から、

会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を

図っております。 

 

2. 株式会社の支配に関する基本方針 

特記すべき事項はありません。 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 (平成23年３月31日現在) (単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 4,248,845 流 動 負 債 2,180,029 

現金及び預金 1,172,667 支払手形・工事未払金 388,209 

受取手形・完成工事未収入金 299,494 短期借入金 617,609 

販売用不動産 1,155,707 １年内返済予定の長期借入金 771,770 

仕掛販売用不動産 1,398,102 １年内償還予定の社債 215,200 

未成工事支出金 148,925 未払法人税等 108,267 

その他 81,282 賞与引当金 6,048 

貸倒引当金  △7,334 完成工事補償引当金 3,074 

固 定 資 産 1,006,872 その他 69,849 

 有形固定資産 672,574 固 定 負 債 679,588 

建物及び構築物 191,671 社債 507,600 

土地 476,776 長期借入金 171,988 

その他 4,126 負 債 合 計 2,859,617 

 無形固定資産 11,085 純 資 産 の 部 

のれん 10,958 株主資本 2,449,594 

電話加入権 127   資本金 578,800 

 投資その他の資産 323,212   資本剰余金 317,760 

投資有価証券 232,378   利益剰余金 1,553,034 

その他 95,100 その他の包括利益累計額 △53,493 

貸倒引当金 △4,266 その他有価証券評価差額金 △53,493 

 純 資 産 合 計 2,396,100 

資 産 合 計 5,255,718 負債及び純資産合計 5,255,718 
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連 結 損 益 計 算 書 
     

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで) (単位：千円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高 5,118,800 

売 上 原 価 4,269,852 

売 上 総 利 益 848,948 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 470,281 

営 業 利 益 378,666 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,932  

受 取 賃 貸 料 18,272  

雑 収 入 2,032 24,237 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 49,962  

社 債 発 行 費         4,701  

支 払 保 証 料 5,366  

雑 支 出 11,732 71,763 

経 常 利 益 331,140 

特 別 損 失  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 58,290 58,290 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 272,850 

法人税、住民税及び事業税 136,929  

法 人 税 等 調 整 額 △3,572 133,357 

少数株主損益調整前当期純利益 139,492 

当 期 純 利 益 139,492 
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連結株主資本等変動計算書 
    

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで) (単位：千円) 
 
株   主   資   本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

前 期 末 残 高 578,800 317,760 1,463,841 2,360,401 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △50,300 △50,300 

当 期 純 利 益 139,492 139,492 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額（純 額) 
 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 89,192 89,192 

当 期 末 残 高 578,800 317,760 1,553,034 2,449,594 

 

 
 

その他の包括利益累計額 

 その他有価証券評価

差 額 金

その他の包括利益

累 計 額 合 計

純資産合計 

前 期 末 残 高 △65,656 △65,656 2,294,745 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △50,300 

当 期 純 利 益 139,492 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額（純 額) 
12,162 12,162 12,162 

当 期 変 動 額 合 計 12,162 12,162 101,355 

当 期 末 残 高 △53,493 △53,493 2,396,100 
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連結注記表 

Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 ４社 

㈱誠ホームサービス 

㈱誠住宅センター 

㈱誠エステート 

㈱誠コーポレーション 

 

(2)非連結子会社名 

該当事項はありません。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した関連会社数 

該当事項はありません。 

 

(2)持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称 

該当事項はありません。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

②たな卸資産 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）によっております。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
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(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

③完成工事補償引当金 

建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用の支出に備えるため、過

年度の補償実績に基づき必要と認められる額を計上しております。 

 

(4)その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①請負工事収入の計上基準 

当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 

②消費税等の処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

③重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

発行時に全額費用処理することとしております。 

 

④のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは20年間で均等償却しております。 

 

４.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

（会計方針の変更） 

資産除去債務に関する会計基準 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 
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（表示方法の変更） 

連結損益計算書に関する変更 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21年法務省令第７

号）の適用により、当連結会計年度から「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示

しております。 

 

Ⅱ.連結貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 204,923千円

 

２.担保提供資産及び対応債務 

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

 

 （1）担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金 37,250千円

販 売 用 不 動 産 428,756千円

 仕 掛 販 売 用 不 動 産 

建 物 及 び 構 築 物 

881,979千円

161,443千円

 土 地 408,661千円

 投 資 有 価 証 券 93,454千円

 計 2,011,545千円

  

 （2）上記に対応する債務 

 短 期 借 入 金 617,609千円

 １ 年 内 返 済 予 定 の 

 長 期 借 入 金 
713,786千円

 長 期 借 入 金 29,344千円

 計 1,360,739千円

  

３. 受取手形裏書譲渡高  383,608千円
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Ⅲ.連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

株式の種類 
前連結会計 

年度末株式数 

当連結会計 

年度増加株式数

当連結会計 

年度減少株式数

当連結会計 

年度末株式数 

普通株式 20,120株 ― ― 20,120株 

合計 20,120株 ― ― 20,120株 

 

（2）剰余金の配当に関する事項 

  ①配当金支払額等 

決議 株式の種類
配当金 

の総額 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成22年６月25日

定時株主総会 
普通株式 50,300千円 2,500円

平成22年

３月31日

平成22年 

６月28日 

 

  ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの  

 

   平成23年６月24日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

株式の種類
配当金の 

総額 
配当の原資

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

普通株式 50,300千円 利益剰余金 2,500円
平成23年 

３月31日 

平成23年 

６月27日 

 

Ⅳ.金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

   ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については主として預金等に限定しております。資金調

達については銀行等からの借入及び社債発行による方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

預金は主として定期預金であります。営業債権である受取手形・完成工事未収入金

は、建築請負工事に係る債権であり、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主として業務上の

関係を有する企業の株式であり、時価については定期的に取締役会に報告されており

ます。 

     営業債務である支払手形・工事未払金は、１年以内の支払期日であります。 

     借入金及び社債は主に、営業取引に係る資金調達であり、返済及び償還期間は主と

して５年以内であります。 
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③ 金融商品に係るリスク管理体制 

      金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

    平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

                                  （単位：千円） 

  
連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

（1）現金及び預金 1,172,667 1,172,667 ― 

（2）受取手形・完成工事未収入金 299,494  

    貸倒引当金 △5,714  

 293,779 292,692 △1,087 

（3）投資有価証券 232,378 232,378 ― 

資産計 1,698,825 1,697,738 △1,087 

（1）支払手形・工事未払金 388,209 386,326 △1,882 

（2）短期借入金 617,609 617,609 ― 

（3）社債（１年内償還予定の社債を含む） 722,800 729,500 6,700 

（4）長期借入金 

  （１年内返済予定の長期借入金を含む）
943,758 945,246 1,488 

負債計 2,672,376 2,678,682 6,305 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

① 現金及び預金 

   預金の時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

 ② 受取手形・完成工事未収入金 

      これらの時価について、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

 

 ③ 投資有価証券 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。 
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負 債 

① 支払手形・工事未払金 

      これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フロ

ーを、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により

算定しております。 

  

  ② 短期借入金 

      短期借入金の時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

 ③ 社債（１年内償還予定の社債を含む） 

   当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

  ④ 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 

      これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

    なお、連結貸借対照表に関する注記に記載している受取手形譲渡高383,608千円の時価

は、381,773千円であり、差額は△1,834千円であります。時価については、満期までの

期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

 

Ⅴ.１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 119,090円49銭 

2. １株当たり当期純利益 6,933円04銭 
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貸 借 対 照 表 
 (平成23年３月31日現在) (単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 3,964,575 流 動 負 債 2,134,951 

現金及び預金 1,040,952 支払手形 66,878 

受取手形 75,131 工事未払金 299,156 

完成工事未収入金 362,908 短期借入金 617,609 

販売用不動産 1,056,815 １年内返済予定の長期借入金 771,770 

仕掛販売用不動産 1,232,898 １年内償還予定の社債 215,200 

未成工事支出金 148,925 未払法人税等 98,183 

繰延税金資産 27,723 前受金 7,600 

その他 27,385 未成工事受入金 16,649 

貸倒引当金 △8,165 預り金 3,281 

固 定 資 産 1,123,713 賞与引当金 6,048 

有形固定資産 671,344 完成工事補償引当金 3,074 

建物 191,685 その他 29,498 

土地 476,776 固 定 負 債 679,588 

その他 2,882 社債 507,600 

 無形固定資産 127 長期借入金 171,988 

投資その他の資産 452,241 負 債 合 計 2,814,539 

投資有価証券 232,378 純 資 産 の 部 

関係会社株式 133,873 株主資本 2,327,243 

繰延税金資産 8,107 資本金 578,800 

その他 82,149 資本剰余金 317,760 

貸倒引当金  △4,266 資本準備金 317,760 

 利益剰余金 1,430,683 

 利益準備金 12,000 

 その他利益剰余金 1,418,683 

 繰越利益剰余金 1,418,683 

 評価・換算差額等 △53,493 

 その他有価証券評価差額金 △53,493 

 純 資 産 合 計 2,273,750 

資 産 合 計 5,088,289 負債及び純資産合計 5,088,289 
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損 益 計 算 書 
     

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで) (単位：千円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高 4,897,537 

売 上 原 価 4,175,775 

売 上 総 利 益 721,762 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 376,096 

営 業 利 益 345,665 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,884  

受 取 賃 貸 料 23,986  

雑 収 入 1,709 29,580 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 42,059  

社 債 利 息 7,902  

社 債 発 行 費 4,701

支 払 保 証 料 5,366
 

雑 支 出 13,345 73,376 

経 常 利 益 301,869 

特 別 損 失  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 58,290 58,290 

税 引 前 当 期 純 利 益 243,579 

法人税、住民税及び事業税 126,202 

法 人 税 等 調 整 額 △527 

当 期 純 利 益 117,903 
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株主資本等変動計算書 
    

 (平成22年４月１日から平成23年３月31日まで) (単位：千円) 
 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他
利益 
剰余金

 
資本金 資本 

準備金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

繰越利益
剰余金

利益 
剰余金 
合計 

株主 
資本合計 

前 期 末 残 高 578,800 317,760 317,760 12,000 1,351,080 1,363,080 2,259,640 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  △50,300 △50,300 △50,300 

当 期 純 利 益  117,903 117,903 117,903 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

   

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 67,603 67,603 67,603 

当 期 末 残 高 578,800 317,760 317,760 12,000 1,418,683 1,430,683 2,327,243 

 
 
 

評価・換算差額等 
 その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

純資産 
合計 

前 期 末 残 高 △65,656 △65,656 2,193,983

当 期 変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 △50,300

当 期 純 利 益 117,903

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

12,162 12,162 12,162

当 期 変 動 額 合 計 12,162 12,162 79,766

当 期 末 残 高 △53,493 △53,493 2,273,750
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個別注記表 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属

設備を除く）については定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

３.引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上して

おります。 

 

(3) 完成工事補償引当金 

建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用の支出に備えるため、過年

度の補償実績に基づき必要と認められる額を計上しております。 

 

４.収益及び費用の計上基準 

請負工事収入の計上基準 

当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
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５.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 （1）繰延資産の処理方法 

社債発行費 

発行時に全額費用処理することとしております。 

 

（2）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（3）消費税等の処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

資産除去債務に関する会計基準 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 
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Ⅱ. 貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 182,304千円 

 

２.担保提供資産及び対応債務 

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

 

 （1）担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

37,250千円 

428,756千円 

881,979千円 

建 物 161,443千円 

 土 地 408,661千円 

 投 資 有 価 証 券 93,454千円 

 計 2,011,545千円 

  

 

 （2）上記に対応する債務 

617,609千円 

  
713,786千円 

 

短 期 借 入 金

１ 年 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金

長 期 借 入 金 29,344千円 

 計 1,360,739千円 

   

３.受取手形裏書譲渡高       383,608千円 

 

４.関係会社に対する債権・債務 

  金銭債権 

   受取手形 

完成工事未収入金  

 

 

 

56,412千円 

104,308千円 
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Ⅲ. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

 ①営業取引 売 上 高 211,811千円 

 販売費及び一般管理費 54,446千円 

  

 ②営業取引以外の取引高  5,714千円 

 

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数               ― 株 

 

Ⅴ.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 11,859千円 

未払事業税 7,514千円 

貸倒引当金 4,330千円 

完成工事補償引当金 1,251千円 

賞与引当金 2,461千円 

投資有価証券評価損 

その他有価証券評価差額金 

23,724千円 

24,958千円 

その他 1,311千円 

繰延税金資産小計 77,412千円 

評価性引当額 △41,582千円 

繰延税金資産の合計 35,830千円 

  

繰延税金負債 ―千円 

繰延税金負債合計 ―千円 

  

繰延税金資産の純額 35,830千円 
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Ⅵ.リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 
取得価額相当額

（千円） 

減価償却累計額

相当額（千円）

期末残高相当額

（千円） 

工具、器具及び備品 3,674 3,246 428 

 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 445千円 

１年超 ―千円 

合計 445千円 

 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 800千円 

減価償却費相当額 734千円 

支払利息相当額 15千円 

 

４.減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

・支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

の利息配分については、利息法によっております。 
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Ⅶ.関連当事者との取引に関する注記 

   関連当事者との取引高は、次のとおりであります。          

役員及び個人主要株主等                      （単位：千円） 

属性 氏名 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

小島俊雄 

被所有 

直接5.9％

間接4.9％

当社代表取

締役会長 

金融機関借

入債務被保

証(注) 

115,088 ― ― 

役員 

小島一誠 

被所有 

直接 5.1％

間接31.9％

当社代表取

締役社長 

金融機関借

入債務被保

証(注) 

233,968 ― ― 

（注）当社は、金融機関借入に対して代表取締役会長小島俊雄及び代表取締役社長小島一

誠により債務保証を受けております。ただし、取引金額のうち115,088千円につき

ましては２名により連帯保証を受けているものであります。なお、保証料の支払は

行っておりません。 

 

Ⅷ.１株当たり情報に関する注記 

１.１株当たり純資産額 113,009円45銭 

２.１株当たり当期純利益 5,860円02銭 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

平成23年５月16日 

 株式会社 誠建設工業 

   取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 新井憲一郎 ㊞ 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 豊原 弘行 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社誠建設工業の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社から成る企業集団の当

該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。  

以  上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

平成23年５月16日 

株式会社 誠建設工業 

  取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 新井憲一郎 ㊞ 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 豊原 弘行 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社誠建設工業

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明

細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
  

監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第20期事業年度の

取締役の職務の執行及び事業報告、計算書類、これらの附属明細書、連結計算書類

に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書

を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容  

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画等に従い、内部統制部門と

の連携の上、取締役及び従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の

整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を

監視及び検証いたしました。 

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査

法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。 

子会社については、子会社担当の取締役等から状況の説明を受け、主要な子会

社に赴き、各社取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、適宜事業

の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ

の附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に

ついて検討いたしました。 
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２. 監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部統制について

は、本監査報告書の作成時点において重要な欠陥はない旨の報告を取締役

等及び新日本有限責任監査法人から受けております。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 

 

平成23年５月20日 

株式会社誠建設工業 監査役会 
 

常 勤 監 査 役 西 辻 文 博 ㊞ 
 

社 外 監 査 役 桃 田 徳 司 ㊞ 
 

社 外 監 査 役 松 本 俊 昭 ㊞ 

 
   

以上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び経営体質の強化並びに今後の

事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用い、当社をとりまく環境が厳しい折か

ら下記のとおりといたしたいと存じます。 

 

期末配当に関する事項 

（1）配当財産の種類 

金銭といたします。 

（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金2,500円 総額50,300,000円 

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 

平成23年６月27日 
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 第２号議案 監査役２名選任の件 

  本総会終結の時をもって、監査役西辻文博、桃田徳司の両氏が任期満了とな

りますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

  なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は次のとおりであります。 

候補者
番 号

氏   名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当 
社 株 式 数 

にしつじ    ふみひろ 昭和45年３月 日本貯蓄信用組合入組 

平成11年２月 ㈱整理回収銀行(現㈱整理回収機構)入行 

平成16年３月 当社監査役就任（現） 
１ 
西辻 文博 

( 昭和23年 ４月１日生 )
 

 

100株 

平成10年４月 ㈱整理回収銀行(現㈱整理回収機構)入行  

 

 

 ももた     とくじ 平成16年３月 当社監査役就任（現） 

平成16年３月 ㈱誠不動産(現㈱誠ホームサービス)監査役

就任（現） 

平成17年２月 ㈱誠住宅センター監査役就任（現） 

平成17年５月 ㈱誠エステート監査役就任（現） 

２ 

桃田 徳司 

( 昭和15年 １月13日生 )
 

平成17年６月 ㈱誠コーポレーション監査役就任（現） 

20株 

（注）1. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

  2. 桃田徳司氏は社外監査役候補者であり、大阪証券取引所規則に定める独

立役員として同取引所に届け出ており、同氏が監査役に再任され就任し

た場合には、同氏は引き続き独立役員となる予定であります。 

   3. 社外監査役候補者の選任理由 

桃田徳司氏は長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有し、当社の監査においてその職務を適切に遂行して

いただけるものと判断したためであります。 

なお、桃田徳司氏の当社監査役就任期間は本総会終結の時をもって７

年３ヶ月であります。 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場  大阪府堺市中区深井水池町3238 

    ｢サンパレス」４階大ホール 

    電話 072-278-2211 
 

 

 
<交通のご案内> 

◆泉北高速鉄道深井駅より徒歩５分 

 

 




